
料

目標 取得方法 ③ 農山村振興課資料
④

実績 ④

２．基本事業の目的と成果把握
基本事業名 対象 意図 成果指標 区分 単位 R4 R5 R6 R7 基本事業名 対象 意図 成果指標 区分 単位 R4 R5 R6 R7

特色ある中山 ①中山間地域 ①②地域や地域の 中山間施設の施設 目標 90,000 97,300 104,600 112,000 林業の活性化 ①林業経営体 ①計画的な経営管 市内の間伐面積（ 目標 270 345 420 495
① 人 ① ha

間地域づくり ②市外在住者 人々と多様に関わ 利用者数 実績 57,506 - - - ②林道、作業道 理を図ることで安 単年度） 実績 285 - - -

の推進 ることで中山間地 農産物直売所・農 目標 97,800 98,800 99,800 100,800 等 定した林業経営が 整備事業にて林道 目標 2 2 2 2
② 千円 ② 箇所

域が活性化される 村レストラン売上 実績 76,242 - - - ③民有林 行える。 施設を改修した数 実績 3 - - -

。 活性化に向けて補 目標 2 2 2 2 ②③林道等が整備 公共建築物に市県 目標 1 1 1 1
③ 団体 ③ 戸

助を活用した団体 実績 1 - - - され、作業効率が 産材を利用した数 実績 1 - - -

目標 向上し森林整備が 目標
④ ④

実績 推進される。 実績

中山間地域の ①中山間地域 ①中山間地域の環 中山間地域におけ 目標 1,750 1,800 1,850 1,900 目標
① 頭 ①

豊かな環境づ 境が改善される。 る有害鳥獣捕獲数 実績 1,503 - - - 実績

くり 有害鳥獣による被 目標 3,700 3,500 3,300 3,100 目標
② 千円 ②

害額（農作物共済 実績 411 - - - 実績

目標 目標
③ ③

実績 実績

目標 目標
④ ④

実績 実績

３．施策及び基本事業の目標達成度評価
令和4年度施策の取組方針 施策の取組方針・成果指標達成状況

・電気柵や侵入防止柵の設置支援や有害鳥獣の捕獲を継続するとともに、生息区域が拡大傾向にあるニホンザルに 【施策の取組方針達成状況】

よる被害防止のため、補助金を活用した大型捕獲檻の設置を進める。 ■ 全て達成 ・電気柵設置の助成や侵入防止柵の設置支援をした。また補助金を活用したニホンザル捕獲檻の設置を行った。

・野生生物との共生について、関係機関との連携を図り調査研究を行う。 ・野生生物との共生について、他市の取組事例の調査や栃木県等が実施した研究交流会に参加し理解を深めた。
取組

・ヤマビルによる人への被害を防止するため、リーフレットの配布及び注意喚起看板による周知を行うとともに、 □ 一部未達成 ・ヤマビル注意を促すリーフレットの配布及び注意喚起看板を設置するととも有害鳥獣の捕獲を行った。
方針

生息域の拡大の要因であるイノシシ・シカ等の駆除を行う。 ・人を呼び込むための活動として飛駒地区のむらづくり団体へ支援をおこなった。

・中山間地域のむらづくり団体等に対し、国・県・市の各種支援制度を積極的にＰＲし、コミュニティの維持と活 □ 全て未達成 ・中山間地域の情報を地域おこし協力隊員によるSNSやPR動画にて発信し地域の魅力向上を図った。
施

性化に係る活動を促進する。 ・「森林経営管理制度」による意向調査を２地区実施し、昨年意向調査した箇所の経営管理権集積計画作成なら
策

・「地域おこし協力隊

令

」制度を活用した地域

和

おこしや、中山間地域

５

の魅力を発信すること

年

により、都市住民との

度

交 びに市管理による間

　

伐を実施した。

流を図

施

る。 ■ 全て達成 ・林道

策

施設の改良工事を２箇

・

所、橋梁長寿命化によ

基

る修繕を１橋実施した

本

。

・森林の適切な経営

事

や管理を図るため、「

業

森林経営管理制度」に

マ

よる意向調査や経営管

ネ

理権集積計画の作成を

ジ

行い 【成果指標の達成

メ

状況】
成果

、林業経営

ン

体への再委託や市によ

ト

る間伐を推進する。 □

シ

一部未達成 ・中山間地

ー

域の人口については目

ト

標を達成したが、地域

　

人口の減少に歯止めが

（

かからない。
指標

・林

令

道については、老朽化

和

した施設や法面の風化

４

が進んでいる箇所の改

年

良工事を実施する。 ・

度

ウッドショックによる

実

木材価格の高騰も落ち

績

着き、その反動で伐採

に

の減少も懸念されたが

基

目標を達成した。

□ 全

づ

て未達成 ・経営管理権

く

集積計画の面積につい

評

ては、計画的に執行す

価

ることができた。

基本

）

事業名 令和4年度基本

 

事業の取組方針 基本事

作

業の取組方針・成果指

成

標達成状況 基本事業名

日

令和4年度基本事業の

 

取組方針 基本事業の取

 

組方針・成果指標達成

令

状況

特色ある中山間地

和

・「地域おこし協力隊

 

」を増員する 取組方針

6

□ 全て達成 ■ 一部未達

年

成 □ 全て未達成 林業の

 

活性化 ・「森林経営管

3

理事業」による意向 取

月

組方針 ■ 全て達成 □ 一

 

部未達成 □ 全て未達成

5

域づくりの推進 ととも

日

に、ＳＮＳ等を活用し

基

た魅力 成果指標 □ 全て

本

達成 □ 一部未達成 ■ 全

目

て未達成 調査や経営管

標

理集積計画の作成、ま

名

成果指標 ■ 全て達成 □

0

一部未達成 □ 全て未達

1

成

ある中山間地域の情

魅

報を発信するこ 【基本

力

事業の取組方針達成状

あ

況】 た、森林施業区域

る

の測量を行い、意 【基

産

本事業の取組方針達成

業

状況】

とにより、都市

で

住民との交流を図る ・

賑

「地域おこし協力隊」

わ

の増員については、隊

う

員を要望している受 欲

活

と能力のある林業経営

力

体への再委 ・「森林経

あ

営管理事業」による意

る

向調査を２地区実施、

ま

経営管理権

。 入れ団体

ち

の活動内容の詳細が決

づ

まらず委嘱に至らなか

く

ったが、県事 託や市に

り

よる間伐等を推進する

農

。 集積計画ついては４

山

５ヘクタールの実施、

村

市管理による間伐につ

振

い

・むらづくり団体を

興

含めた地域おこ 業であ

課

る、NPOの支援を受

政

けながら地域活性化の

策

課題に向けた取組 ・林

体

道の適切な維持管理を

系

図るため ては５.９ヘ

政

クタールを実施した。

　

し団体の育成を図るた

策

め、各種支援 が始まっ

　

た。 、国県の補助を活

名

用して改良工事を ・林

0

道作原沢入線の横断排

2

水路改良工事と法面改

地

良工事を実施した

制度

域

を活用し団体活動に対

資

し支援す ・地域おこし

源

協力隊にてPR動画を

を

作成し、SNSやイベ

活

ント会場を活 行うほか

か

に、長寿命化計画に基

し

づき 。また橋梁長寿命

た

化による修繕工事を1

ま

橋実施した。

る。 用し

ち

て情報発信を行い、中

づ

山間地域の魅力向上を

く

図った。 橋梁の修繕を

り

行う。 【成果指標達成

施

状況】

・中山間地域実

策

践活動支援事業の補助

主

を活用して、飛駒地区

管

のむら ・間伐について

課

は、木材価格の下落に

長

より伐採の減少も懸念

施

された

づくり団体へ支

　

援をおこなった。 が目

策

標を達成することがで

　

きた。

【成果指標達成

名

状況】 ・林道の改修工

0

事は、前年度からの繰

3

越しを含め目標を達成

中

するこ

・新型コロナウ

山

イルス感染拡大の影響

間

により、中山間施設の

地

施設利 とができた。
基

域

用者数及び直売所や農

の

村レストランの売上額

活

は目標を下回った。 ・

性

葛生こどもクラブ新築

化

工事において、一部県

大

産木材を使用した。
本

川

事
中山間地域の豊か ・

　

電気柵や侵入防止柵の

登

設置支援に 取組方針 ■

施

全て達成 □ 一部未達成

策

□ 全て未達成 取組方針

関

□ 全て達成 □ 一部未達

係

成 □ 全て未達成
業

な環

課

境づくり よる被害防止

政

、また大型捕獲檻の設

策

成果指標 □ 全て達成 ■

調

一部未達成 □ 全て未達

整

成 成果指標 □ 全て達成

課

□ 一部未達成 □ 全て未

、

達成

置や佐野市有害鳥

農

獣被害対策協議会 【基

政

本事業の取組方針達成

課

状況】

と連携を図った

、

有害鳥獣の捕獲を推 ・

道

佐野市有害鳥獣被害対

路

策協議会を通じ、電気

河

柵設置補助４７件、

進

川

する。 侵入防止柵は７

課

５１ｍを支給した。ま

、

た補助金を活用したニ

農

ホンザ

・ヤマビルによ

業

る人への被害を防止 ル

委

捕獲檻の設置を行った

員

。

するため、リーフレ

会

ットの配布及び ・野生

事

生物との共生について

務

、他市の取組事例や栃

局

木県等が実施し

注意喚

１

起看板による周知を行

．

う。ま た研究交流会に

施

参加し理解を深めた。

策

た野生生物との共生に

の

ついて調査研 ・ヤマビ

目

ル注意を促すリーフレ

的

ットの配布及び注意喚

と

起看板を公共

究を行う

成

。 施設などに設置した

果

。

【成果指標達成状況

把

】

・有害鳥獣捕獲数に

握

ついては、豚熱の影響

こ

にてイノシシの捕獲頭

の

数

が半減したことで目

施

標を下回ったが、被害

策

額については目標を達

は

成

することができた。

、

４．施策の基本情報
社

誰

会情勢変化、国・県の

、

動向、市民・議会意見

何

等 施策の成果向上に向

を

けての役割分担

・中山

対

間地域において、新た

象

な地域おこし団体の動

と

きがあり補助金を活用

し

し活動を開始した。ま

て

た、中山間 市民 事業所

い

行政

施 地域おこし協力

る

隊員が着任した。 ・中

か

山間地域の自然や環境

対

の良さの魅力を伝え 農

象

産物直売所においては

指

農産物、山菜等の生 ・

標

担い手の育成や新規就

単

農者・新規就林者に

策

位

・国においては、自然

R

的条件が悪く所有者自

4

ら適切な管理が見込め

R

ない森林について、森

5

林経営管理法を制 る。

R

産、加工、販売を目指

6

す。 対する支援を行う

R

。

の 定し、2019年

7

度から市町村が主体と

①

なって森林を整備・管

中

理する新たな制度を創

山

設した。それに伴い2

間

024年 ・農産物等を

地

活かした地域づくりに

域

取り組む。 ・農業、林

の

業の経営合理化や規模

人

拡大を支援

基 度より「

口

森林環境税」が創設さ

が

れ、2019年度から

一

は「森林環境譲与税」

定

が交付されることにな

数

った。 ・地域課題への

い

対応など、自らの活動

な

による地 する。

本 ・一

い

時はウッドショックに

と

て国産材の需要も高ま

住

っていたが、今では木

み

材価格も落ち着いてい

続

る。また、今 域づくり

け

に取り組む。 ・むらづ

た

くり推進協議会等の関

い

係団体を支援

本 までの

と

長引く木材価格の低迷

は

で人手不足も続いてお

な

り、適正な森林施業が

①

進みにくい状況である

中

。 ・地域ぐるみで有害

山

鳥獣等が住みにくい環

間

境づ する。

情 ・県では

地

平成20～29年度ま

域

で実施した「第1期と

（

ちぎの元気な森づくり

新

県民税事業」を10年

合

延長し、災害に くりを

、

行う。 ・公共施設にお

飛

ける木材の利用を促進

駒

する。

報 強い森づくり

、

を推進する。 ・有害鳥

三

獣対策を支援する。

・

好

2050年カーボンニ

、

ュートラルの実現に向

野

け、森林や木材の有す

上

る炭素吸収・貯蔵作用

、

への注目が高まる。

・

常

議会において鳥獣被害

盤

、鳥獣被害対策実施隊

、

及びヤマビル対策に一

氷

般質問がある。

５．施

室

策全体の総括・今後の

地

課題・今後の方向性
施

区

策の成果実績と施策の

①

基本情報及び施策コス

中

トに関する全体総括 今

山

後の課題 今後の方向性

間

・各むらづくり団体は

地

高齢化や人員不足によ

域

り、従来の会場を設け

の

て実施する「そば祭り

面

」が困難となった。 【

積

令和５年度で解決する

㎢

課題】 ①中山間地域の

2

むらづくり団体等に対

2

し、各団体が持つ課題

6

解決に向

・年度前半は

-

コロナ禍の影響もあり

-

、地域おこし団体など

-

の活動も制限されたこ

ら

と、また、むらづくり

な

団体によ ・従来の「そ

い

ば祭り」から各農村レ

た

ストランへ誘客するス

め

タンプラリ け、国・県

指

・市の各種支援制度の

標

活用を積極的に促し、

と

関係機関と連

るイベン

し

トも中止になるなど、

た

中山間地域の活性化に

。

影響も出てたが、後半

施

は徐々に活動が開始さ

策

れてきた。し ー方式に

の

変更することでむらづ

目

くり団体の負担軽減を

的

図る。 携した地域づく

）

りを支援する。

かし、

②

中山間施設利用者や直

林

売所等売上は目標に届

家

かなかったため、引き

戸

続き地域活性化の取組

数

を行う必要があ 【令和

（

６年度以降にも引き継

農

がれる課題】 ②従来か

林

らの電気柵や侵入防止

業

柵の設置支援、有害鳥

セ

獣の捕獲を継続

る。 ①

ン

中山間地域のコミュニ

サ

ティの維持と関係人口

ス

の創出 するとともにニ

）

ホンザルによる被害防

戸

止のため栃木県や地域

6

住民との

・鳥獣害対策

1

については、周辺環境

9

の整備や電気柵及び侵

-

入防止柵の設置を支援

-

したほか、地元猟友会

-

と協力し ②有害鳥獣に

②

よる被害拡大の防止 連

木

携を図った被害対策の

材

取組を進める。また、

の

デジタル技術を活用し

利

、有害鳥獣の捕獲活動

用

を実施した。しかし、

を

捕獲数は目標に届いて

通

おらず、被害も発生し

じ

ているため、被害が最

た

③住みやすい環境の確

健

保 た捕獲活動の研究・

全

検討を行う。　　　　

な

　　　　　

小限となる

森

取組が必要がある。 ④

林

適切に管理されてない

の

森林の整備（間伐） ③

育

野生生物との共生を目

成

的とした取り組みやヤ

、

マビルの被害対策につ

地

・住み続けられる地域

球

として、従来からの鳥

温

獣害対策に加え、野生

暖

生物との共生について

化

、他市の取組事例の調

の

⑤森林環境譲与税を有

防

効活用するための検討

「

いて効率的な手法の検

対

討を進める。

査研究結

　

果等を参考としながら

象

、ヤマビル等の被害を

」

抑え住みやすい環境を

②

維持する必要がある。

佐

【令和６年度重点課題

野

】 ④森林経営管理制度

市

を着実に推進し、森林

内

の適切な経営や管理の

の

推進

・森林経営管理制

林

度の着実な推進のため

家

、森林所有者への意向

（

調査や森林経営管理権

林

集積計画の作成ならび

業

に市 ⑥林道の適切な維

従

持管理 を図る。

管理に

事

よる間伐を計画的に実

者

施した。引き続き、多

）

くの森林を有する本市

③

は、手入れの入ってな

森

い森林の整備が ⑤森林

林

環境譲与税の活用につ

面

いて、木材利用の促進

積

やその他の森林の

必要

h

である。 整備の促進な

a

ど、関係機関と協議を

2

行い有効活用するため

0

の検討を行

・国税とし

,

て2024年度から徴

5

収が決まっている森林

6

環境税に社会的関心が

1

高まっており、有効活

-

用策を考える必 う。

要

-

がある。 ⑥林道作原沢

-

入線については、小規

止

模な崩落が発生してい

、

る法面の改

・林道作原

地

沢入線の法面改良と橋

域

梁修繕を実施した。ま

経

た、近年、増加傾向に

済

あるゲリラ豪雨による

の

土砂崩れ等 良工事を計

活

画的に推進し、その他

性

の林道については、通

化

行の安全を確

に対応で

の

きるよう林道の適切な

た

維持管理が必要である

め

。 保するため適切な維

指

持管理を行う。

・令和

標

４年度の決算額は18

と

0,071千円であり

し

、令和3年の決算執行

た

額141,911千円

。

と比べ、38,160

③

千円の増額とな

った。

佐

主な要因は、森林環境

野

譲与税活用基金積立金

市

及び林道施設長寿命化

内

事業の工事規模の増に

の

よる。

森林 ④ 成果指標 ③森林には水源のかん養や山地災害の防止などをはじめと

この施策によって、「対象」をどういう状態にするのか 成果指標（意図の達成度を表す指標） 区分 単位 R4 R5 R6 R7 設定の考え方 する多大な働きがあり、適切な手入れが実施されないと森

①中山間地域が住み続けられる地域となっている。 中山間地域の人口 目標 10,000 10,000 10,000 10,000 林の機能が損なわれるため指標とした。
① 人

②林業の施業・経営の集約化を図り、持続可能な林業経営 実績 10,072 - - -

が行われている。 市内の木材伐採面積（単年度） 目標 300 386 472 558
施策の目的 ② ha

③森林の持つ多面的機能が十分発揮されている。 実績 312 - - -
「意　図」

経営管理権集積計画の面積(単年度) 目標 40 40 60 60 ① 住民基本台帳
③ ha

実績 45 - - - 成果指標の ② 農山村振興課資


